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IT利活用
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

業務標準化
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

情報化関連業務
適正化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ 職員の意識改革

業務および情報システムを中長期的に最適化し、情報システム利活用の効果を最大限に実現



1. 業務改革のための情報システム利活用を推進する
2. 情報システム導入・改修の目的および効果を明確にする
3. 必要に応じて外部・民間の能力を活用する
4. 技術革新に適切に対応し、運用コストの低減を図る

IT利活用の基本理念 包括アウトソーシング
の再チャレンジ

（包括アウトソーシングの見直し）

1.  包括アウトソーシング契約内容の見直し

(1) 包括契約の範囲

・全ての市業務を対象

（基幹系､サブシステム､イントラ系、

ネットワーク）

・構築から保守・運用までを対象

・制度改正対応等も基本的に契約内にて

実施（大規模案件等を除く）

(2) サービス提供契約

・業務サービスの提供を受ける、実現方式(導

入機器等)は問わない

(3) 長期契約

（12年を想定｡3年に1回程度見直し）

2.  情報システム経費の適正化、調達の公平性
･透明性確保

(1) カシックスによる公共調達

・柏崎市財務規則等に準拠した調達、柏崎市

による予定価格の設定

・ITベンダー選定審査における柏崎市の関与

・柏崎市からカシックスへは、随意契約発注

(2) 情報システム経費の透明化

・柏崎市からカシックスへの発注額の透明化

(3) カシックスのベンダー中立性確保

3.  柏崎市･カシックス双方における、情報政策

機能の強化

(1) 柏崎市におけるCIO､CIO補佐官の設置

(2) サービスレベル契約(SLA)の抜本的見直し

(3) カシックスにおける情報政策機能の強化

・市民･市職員の視点で､全庁的に最適化･業

務改善

・カシックスにて、25年度までの具体的な

施策･行動計画を、コミットメント文書と

して提示

包括アウトソーシング
の再チャレンジ

（包括アウトソーシングの見直し）

1.  包括アウトソーシング契約内容の見直し

(1) 包括契約の範囲

・全ての市業務を対象

（基幹系､サブシステム､イントラ系、

ネットワーク）

・構築から保守・運用までを対象

・制度改正対応等も基本的に契約内にて

実施（大規模案件等を除く）

(2) サービス提供契約

・業務サービスの提供を受ける、実現方式(導

入機器等)は問わない

(3) 長期契約

（12年を想定｡3年に1回程度見直し）

2.  情報システム経費の適正化、調達の公平性
･透明性確保

(1) カシックスによる公共調達

・柏崎市財務規則等に準拠した調達、柏崎市

による予定価格の設定

・ITベンダー選定審査における柏崎市の関与

・柏崎市からカシックスへは、随意契約発注

(2) 情報システム経費の透明化

・柏崎市からカシックスへの発注額の透明化

(3) カシックスのベンダー中立性確保

3.  柏崎市･カシックス双方における、情報政策

機能の強化

(1) 柏崎市におけるCIO､CIO補佐官の設置

(2) サービスレベル契約(SLA)の抜本的見直し

(3) カシックスにおける情報政策機能の強化

・市民･市職員の視点で､全庁的に最適化･業

務改善

・カシックスにて、25年度までの具体的な

施策･行動計画を、コミットメント文書と

して提示

推進体制

• 対象業務や契約形態など大幅
に見直した上で、カシックスへ
の包括アウトソーシングを継続

→相談窓口の一本化や地元企業
の活性化等の、包括アウトソー
シングの利点を最大限に享受

• 柏崎市とカシックスが一体と
なって情報政策機能を担える
体制を実現（平成25年度末目
標）

• 情報政策機能を強化するため、
市はCIO補佐官を設置

→カシックスの情報政策機能強化
が実現するまでの間、情報政
策機能を補完

システム構築指針

• パッケージソフトのカスタマイズ
なしでの導入を原則化

→改修を認める場合の基準を明
確化。経費の削減と業務のさら
なる改善を実現

• 情報システム経費削減に効果
的な技術を採用

→情報システム経費の削減に効
果がある、システム仮想化や
運用の自動化を採用

• IT統制のための体制を整備
→庁内の標準的な手続や体制を
整備し、効果的な情報システム
整備を実現

基幹系システム費用の大幅な削減
→ 次期システム年間費用：
205,106,875 円 （年額平均）

→ 現行システム費用：
252,940,709 円 （年額平均）

→ 47,833,834 円（18.9％）の削減見込
（※初期導入費用を含まず）

平成24年1月移行対象業務・システム：
住民記録、印鑑登録、外国人登録、宛名、住基ネット、税･収納（固定資産税のみ）、農家台帳

平成25年1月移行対象業務・システム：
税･収納（固定資産税を除く）、国民健康保険、国民年金、滞納管理、介護保険、

保健総合（健康管理）、後期高齢者医療、老人医療、保育料算定、選挙支援、児童クラブ

平成24年1月移行対象業務・システム：
住民記録、印鑑登録、外国人登録、宛名、住基ネット、税･収納（固定資産税のみ）、農家台帳

平成25年1月移行対象業務・システム：
税･収納（固定資産税を除く）、国民健康保険、国民年金、滞納管理、介護保険、

保健総合（健康管理）、後期高齢者医療、老人医療、保育料算定、選挙支援、児童クラブ
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• 平成15年から行ってきた情報シス
テムの包括アウトソーシングは、行
政事務の簡素効率化と関連コスト
の削減に一定の成果

• 一方で、改修の繰り返しによってシ
ステムが複雑化。また、設計文書
の整備も進んでいないため、システ
ムの現状把握が困難

• 定員適正化計画における人員削減
も必要なことから、情報システムの
適正な活用を含めた業務の効率
化・改善が必要

• 国は、平成12年の『IT基本戦略』か
ら平成22年の『新たな情報通信技
術戦略』まで一貫して、業務の効率
化や推進体制の変革を求めている。

• 地域情報プラットフォームや自治体
クラウドなど、自治体情報システム
の集約化や相互利用のための取り
組みが始まっている。

• 他の自治体では、包括アウトソーシ
ングの効果的な利用やSLAの活用、
システムの集約化などによって効
果を上げる事例も生まれている。

次期基幹系システム移行計画

IT利活用ガイドラインの概要

※ＳＬＡ（Service Level Agreement)：サービス提供事業者が保
証するサービス品質基準についてあらかじめ取り決めた文書）
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IT調達業務・システムの
可視化（ドキュメント整

備）

「IT統制の方針」を実行するために、外部機
関及び庁内職員が遵守すべき事項

情報セキュリティ・ポリシーの遵守…個人
情報など重要な情報を保護するため、 「柏
崎市個人情報保護条例」をはじめとした規
則を守ること。

共通インターフェースの採用…システム間
の連携を容易にするため、複数の業務で共
通に利用する機能は全庁共通で提供される
機能を使用すること。

共通データベースの採用…複数の業務で
共通に利用する情報を容易に利用できるよ
うに、全庁共通のデータ形式を使用すること。

標準コードの採用…複数の業務から共通
する情報を容易に利用できるように、全庁共
通のコード定義を使用すること。

グリーンITの推進…情報システムで利用
する機器は、原則として、「環境物品等の調
達の推進に関する基本指針」に規定された
判断基準に準拠した製品とすること。

企画政策担当

包括アウトソーシング受託業者（カシックス）

情報政策担当

要件・見積等調整

電子市役所推進本部

電子市役所推進委員会

CIO CIO補佐官

制約条件

柏崎市

業務改善研修の実施

Ｉ
Ｔ
統
制
の
方
針

 カスタマイズによる情報システムの高コスト化を解消するため、「業務をパッケージソ
フトに合わせる」方針を全庁的に共有し実践

業務・システムの可視化

IT調達ルールの確立

ノンカスタマイズの徹底

 全庁的な視点での業務・システム改善や情報システム経費の適正化を実現するた
め、予算要求時の要件定義、概算見積の査定等の手順、方法等を明確化

 自律的・継続的な業務・システム改善の取り組みを促進するため、業務・システムを
可視化したドキュメントを整備

 自律的・継続的な業務改善を進めるための意識改革を実現するため、業務改善研
修を継続的に実施

原課
原課
原課
原課
原課  ノンカスタマイズ方針の理解・

遵守
 IT調達ルールの遵守
 業務改善研修の受講
 自立的･自発的な業務改善

 整備すべきドキュメント体系の規定

 原課における
要件定義・見積精査の支援

 ドキュメントの整備

実現

制
約

業務革新・連絡調整

経営幹部としての戦略立案
ＩＴによる業務改革推進

ＩＴ専門家としてCIOの業務を補佐

推進本部・推進委庶務

電子市役所推進

情報化に係る事務

情報政策機能、情報システムの構築･運用･保守

業務標準化ガイドラインの概要



要件定義 見積り精査
予算要求
・議決

契約・
事業開始

設計・開発 検収・受入 稼働開始

業務適正化ガイドラインの概要

情報化関連業務適正化ガイドラインは、システム導入や改修の「入口」に当たる予算要求の方法をルール化す
ることにより、情報化関連経費を適正化するための手引きとして位置づける。

1.概要

2.内容
情報化関連経費予算を大きく左右する、予算要求時の「要件定義」と「見積り精査」に的を絞り、重点的に手続きを強化。

「要件定義」とは課題の解決方法を明確化する
プロセス

「見積り精査」とは開発業者の見積
りをチェックし、適正化するプロセス

XXX ***円
XXX ***円
XXX ***円
XXX ***円

XXX ***円
XXX ***円
XXX ***円
XXX ***円

(▲**円）

チェック

機能要求事項一覧NO　： - シス計 - Ｈ22 -

6.システムの

利用部署、利用端末数、利

用者の増減

・利用部署＝　健康課、支所市民生活課

・利用端末数＝ 約100台

・利用者の増減＝ なし

7.他業務・システムへ
の影響

特になし。

8.要望順位 １番目／全４項目

定量効果の計算方法の説明

課名 担当 内線

システム導入・変更計画書 課 名 担当 内線

会 計 款 項 目 事業 事業名 細事業 細事業名

1.適用業務名 　子宮がん検診の検査方法の変更対応 【■新規 □改修 □その他】

10.要 求 区 分
Ａ 制度変更（法・条例改正、国・県の指針等）

2.対象システム
保健 昨年度要求

県が県内統一の検診ガイドラインを作成し、県内ではこのガイドラインを元に検診を実施しているため、県内の市町村全てがこの
対応で実施することになる。

□ 有 ■ 無 （その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（その他：成人検診受付システム、結果変換（excelﾏｸﾛ））
11.実施しない場合

の問題（不利益、
危険性）

結果をシステムで管理できないので、市民への結果の通知が出来なくなる（遅くなる）。

国・県への報告でシステムを使った統計・集計が出来ないため、手集計をしなければならなくなる。

1

7
□新規
□改修

14.要件変更のリスク

3.希望納期
(必要な時期)

2011.4.1（ガイドライン変更に伴って）

4.業務改善要件

（目的及び理由）

H22年度を準備期間とし結果判定方法を旧日母分類とベセスダシステムの併用で行っていたが、H23年度には

ベスセダシステムにより結果判定を行うためwelfasと成人受付システムをこのベセスダシステムによる判定結
果に対応する必要がある。

12.他自治体の
運用や対応

2
□新規
■改修

成人受付システムの結果取り込み機能

受付システムの結果取り込みプログラムをベセスダシステム対応に変更する
2
□新規
■改修

5.システム化要件

(システムで実現すべき
処理を記載）

1
□新規
■改修

子宮がん検診の照会・更新機能

照会画面（頸部スメア）にベセスダシステムによる結果の表示、更新画面（頸部スメア）にベセスダシステムによる結果コードを追加登録

（現状のままでも可能？）

13.補足説明資料
（対応する画面、

帳票、参考情報を
添付）

子宮がん検診

データ分析 画面

（要件＃６に対応）（別紙３）

□新規
■改修

子宮がん検診

子宮がん一次 照会画面

（要件＃１に対応）（別紙１）

8
□新規
□改修

検診事業合同打ち合わせ会資料

（参考情報）（別紙７）

11

子宮がん検診

子宮がん一次 更新画面

（要件＃１に対応）（別紙２）

9
□新規
□改修

県より検診実施医療機関への依頼文

（参考情報）（別紙８）

3
□新規

■改修

結果変換機能

excelの結果変換をベセスダシステム対応に変更する

（現状のままでも可能？）

3
□新規

■改修

□新規

□改修

10
□新規

□改修

4
□新規
■改修

受付連名簿出力機能

成人受付システムと支所一括処理（バッチ出力）の受付連名簿の結果判定項目をベセスダシステムによる判定

項目で出力する。

4
□新規
■改修

子宮がん検診

受付連名簿 帳票

（要件＃４に対応）（別紙４）

子宮がん検診

精検依頼書兼結果通知書 帳票

（別紙６）

□新規
□改修

5
□新規

■改修

精密検査通知書発行機能

支所一括処理（バッチ出力）の精密検査依頼書兼結果通知書の判定項目をベセスダシステムによる判定項目で

出力する。

5
□新規

■改修

子宮がん検診

組織診連名簿 帳票

（別紙５）

12

13
□新規
□改修

□

6
□新規
■改修

データ分析機能

データ分析による分析項目（頸部スメア）にベセスダシステムの項目を追加する。（現状のままでも可能？）
6
□新規
■改修

□ 中 □ 小 ■

□

中 □ 小 平成
要件変更の可能性 要件変更の影響範囲 要件確定の時期

■ 大

うち残業時間

年 月
15.国・県等による補

助金等交付の有無

■ 有 有の場合、補助金等の

交付額又は交付率

大

計画実施後

無

16.電算処理依頼書 ■未提出（新規依頼）　　 □提出済（項番：　　）

1
7

　
効

　
果

　
予

　
測

従事者数
年間延べ

従事時間
備考（算出の前提等）

職員　2人 ① 　620時間 ⑤　250時間
○○及び△△の作業（年間約○○件）を手集計で行った場合を想定

臨時　1人 ② 　200時間 ⑥　時間
職員　2人 ③ 　286時間 ⑦　10時間

△△の部分の作業が自動処理で集計されるものと想定
④ 　200時間処理名 単位 現状 計画実施後 臨時　1人 ⑧　時間

9

業
務

処
理

頻
度

の
変

化

日単位に
行う処理

結果入力（集団健診）
件数/１回 70件 件

コスト削減効

果(金額換算)

職員(通常分) （①-③）-(⑤-⑦)94時間 × 2,590円 ＝ ⑨ 　243,460円

時間/１回 1時間 延べ時間 臨時(通常分) （②-④）-(⑥-⑧)時間 × 750円 ＝ ⑩ 　円

回数/１年 120回 回 職員(残業分) （⑤-⑦）240時間 × 3,238円 ＝ ⑪ 　777,000円

週単位に

行う処理
ー

件数/１回 件 件 臨時(残業分) （⑥-⑧）時間 × 938円 ＝ ⑫ 　円

時間/１回 延べ時間 延べ時間 年間の効果 ⑨+⑩+⑪+⑫ ＝ ⑬ 　1,020,460円

回数/１年 回 回 ライフサイクル(LC)のコスト ⑬×5年間 ＝  　　5,102,300円

業

務

処

理

時

間

の

削

減

現状

月単位に

行う処理
結果入力（個別検診）

件数/１回 300件 件 削減人員

10回 回

職　員 0人 臨　時 0人
時間/１回 延べ20時間 延べ時間

上記以外の効

果

集団検診受診者への結果通知が改修できた場合と比較し、1日/1人通知が遅延した場合、集団受診者年間5,000人程度につい

て、年間120,000時間分の待ち時間が発生してしまう。
住民一人当たりの時間価値を681円（＝新潟県の地域別最低賃金）と仮定した場合、120,000時間×669円＝80,280,000円の損

失となる。
本システム改修によって、上記の損失を回避することが可能となる。

回数/１年

回

年単位に
行う処理

連名簿出力
件数/１回 1件 件

時間/１回 8時間 延べ時間

回数/１年 2回

その他の周期

で行う処理
統計集計・出力

件数/１回 1件 件

時間/１回 延べ3時間 延べ時間

回数/１年 50回 回

情 報 政 策 部 門 記 入 欄
定性評価 ○→△→× 加重度 満点 評価 点数 定量評価 事後評価

ア 必要性 必　要 → 不必要 ×4 20点 ○ 20点 （費用対効果予測） （費用対効果実績）

イ 緊急性 高　い → 低　い ×2 10点 ○ 10点 概算見積額 3,675,000円 支出実績額 円

ウ 運用回避 不可能 → 可　能 ×2 10点 △ 6点 定量効果(LC) 5,102,300円 定量効果(/年) 円

エ 記載充足度 十分 → 不十分 ×2 10点 ○ 10点 点数（定量） 評価（情報政策

部門）システム化の必須性 ■ 必須 □ 必須でない 点数計（定性） 46点 合計 46点

備 考 欄 備考欄

＜以下記入不要＞

システム導入・変更計画書

原課自身による要件の検
討を記入様式で整理

3.手法Ⅰ（要件定義）

情報政策部門
（市とカシックス）

システム
利用課

開発業者

「要件検討
会議」の設置

関係者が一堂に会し、実現方
法を効率的かつ効果的に検討

１．改修要望名
○○○○

２．担当部署・担当者名・連絡先

○○○○

３．見積りの前提条件　（記載例）
①

②
③

④

４．作業単価
PM：　　00,000円／日

上級SE：　　00,000円／日
SE：　　00,000円／日
PG：　　00,000円／日

５．工数及び見積り金額
（金額単位：円）

PM 上SE SE PG

1 ○○照会画面の作成 1.5 人日 0.5 1.0 90,000 既存の○○画面について、△△データの表示項目を追加する。

2 ○○更新画面の作成 1.5 人日 0.5 1.0 90,000 既存の○○画面について、△△データの入力項目を追加する。

3 ○○データの変更に伴う影響分析 3.0 人日 0.5 0.5 2.0 180,000 ○○データのマスタデータ変更に伴う影響範囲を調査する。

4 ○○機能の作成 3.0 人日 2.0 1.0 180,000 △△データをインプットとして、○○データを自動計算する機能を作成する。

5 ○○帳票の作成 4.5 人日 2.0 1.5 1.0 270,000 ○○の通知を発出するための帳票を新たに作成する。

6 ○○データの△△形式への変換作業 1.5 人日 0.5 1.0 90,000 ○○データを△△形式にフォーマット変換を行う。

7 ・・・・

13 プロジェクト管理 1.5 人日 1.5 90,000 直接作業工数合計×10%

14 小計 990,000 （直接作業工数合計＋プロジェクト管理）×5%

15 消費税 49,500 小計×5%

1,039,500

６．記載上の注意

・見積り資料は、一貫した考え方に基づいて作成し、複数案件間で齟齬が生じないようにすること。
・見積り資料は、一読しただけで全体の構造が分かるよう、前提条件も含めた、分かりやすい説明を心がけること。読んだだけでは内容が理解できない単語は使わないこと。

・すべての作業項目について、根拠となる情報が記載されていること。
・作業項目間での矛盾や重複が発生しないようにすること。
・すべての作業について作業担当者とそのレベルが明示されていること。また、作業担当者のレベルと作業内容が整合していること。

・作業者のランクは、実際の作業者ではなく、作業レベルに応じて設定されていること。

合計

概算見積り提出様式

項番 品名 数量/単位
作業レベル

金額 作業内容の説明

柏崎市指定の見積書様式

指定様式で見積書の提出を
受け、内訳や根拠を明確化

見積り精査ポイントをリスト化し、
漏れのないチェックを可能に

チェック内容

□ 見積り項目が十分に詳細化されているか

□ 工程別に工数が把握できるか

□ 記載区分は十分か

□ 過去の類似事例から大きな乖離がないか

□ 類似作業の重複計上がないか

□ 作業内容と職種は整合しているか

□ 作業の生産性は妥当か

□ 過剰な管理工数が積まれていないか

□ 他案件との間で作業内容の重複はないか

「チェックリスト」の活用

4.効果
・統一的な手法により予算要求内容のチェックを行い、無駄のない効率的な情報化関連経費予算を実現する。
・ベンダ見積（包括アウトソーシングを含む）をガラス張りにしてアカウンタビリティを向上させる。
・システムの品質を確保し、市民への不利益や職員の無駄な作業を防ぐ。

3.手法Ⅱ（見積り精査）

要件

システム開発の範囲や実
施内容を明確化
→開発業者見積の適正化
（予備費用の削減）課題


